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児童生徒における非構造的ダイエット行動に対する
認知行動的特徴の影響の発達的変化
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問題と目的

体格指数 の基準値以下であるにもかかわら

ずダイエット行動に従事する，過剰なダイエット

行動は，摂食障害の重要なリスク因子であり

（ ），その低年齢化が問題と

なっている。

従来，ダイエット行動に影響を及ぼす代表的な

要因として，自分の体型を過剰に「太っている」

と認知する「ボディイメージの歪み」があること

が示されている（ ）。一方，

ボディイメージの歪みが必ずしもダイエット行動

に直接的に影響を及ぼしていない可能性も示唆さ

れている（田邊他， ）。この原因として，親か

らのやせに対する社会的圧力（山下， ）や，

それをどのように認知しているのかといった要因

によって，ダイエット行動に直接的に影響してい

ない可能性が考えられる。しかしながら，これら

の認知的要因がダイエット行動に及ぼす影響は必

ずしも体系的に明らかにされているとは言いがた

い。また，過剰なダイエット行動低減のための介

入方法の選択においては，認知的発達段階を踏ま

える必要性が指摘されている（山下， ）。しか

しながらどのような認知的発達段階の子どもに対

して，どのような介入がより効果があるのかに関

しては，一貫した研究知見が得られていない。

そこで本研究では，小中学生，高校生を対象に，

認知的要因が過剰なダイエット行動に及ぼす影響

の発達的変化について検討することを目的とした。

方 法

調査対象者：関東の公立小中学校，高校に在籍す

る小学生 名（女子 名，男子 名，その他１

名，平均年齢 1.0±0.7 歳），中学生 名（女子

名，男子 名，平均年齢 3.7±0.5 歳），高校

生 名（女子 名，男子 名，その他１名，平

均年齢 6.5±0.6 歳）のデータを分析対象とした。

調査材料：（ ）親の圧力を感じている程度：

を用い，本研究にて作成，（ ）ダイエット行動の

程度：ダイエット行動尺度（松本他， ），（ ）

ボディイメージの歪み： Ⅱ〜Ⅳ（鈴木， ）

および体格指数によって算出した。

倫理的配慮：本研究は，早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」の承認を得て

実施された（承認番号： ）。なお，本研究

のデータセットは， （ ）と一部重

複があるが，本報告は異なる研究目的において未

発表のデータを中心に報告する。

結果と考察

発達段階（小学生，中学生，高校生）を独立変

数，ボディイメージの歪みを従属変数とした分散

分析を行った結果，発達段階による有意な差はな

かった。また，発達段階およびボディイメージの

歪みの程度（高群，低群）を独立変数，非構造的

ダイエットの程度を従属変数とした２要因分散分

析を行った結果，いずれの発達段階においても，

ボディイメージの歪みによる，過剰なダイエット

行動得点の差がみられなかった（ ）。また，

各発達段階において，親の圧力を受け取る程度（高

群，低群）およびボディイメージの歪み群を独立

変数とした２要因分散分析を行った。その結果，

中学生において親の圧力を受け取る程度が高い群

は，有意に非構造的ダイエット得点が高いことが

示された（ ） ， 。

これらの結果から，従来の研究においてはボデ

ィイメージの歪みがダイエット行動を引き起こし

ているという知見が前提とされていたが，ボディ

イメージの歪みにかかわらず，親の圧力を感じや

すいことによって，過剰なダイエット行動に従事

しやすいことが相応に大きな要因になっていると

考えられる。すなわち，認知発達段階によってボ

ディイメージの歪みが変化するのではなく，子ど

も個人の家庭環境や認知的要因などが関係してい

る可能性があると考えられる。したがって過剰な

ダイエット行動の低減を目指した介入においては，

このような特徴も踏まえたアセスメントに応じて

介入を考えていく必要があると考えられる。

発達段階およびボディイメージの

歪みの程度別の非構造的ダイエット得点
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大学生活における自己効力感尺度作成の試み
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問題提起と目的

大学生活には単位取得や対人関係だけでなく

キャリアの決定 アイデンティティの確立など 多

くの課題が存在しており 大学を中心にそれらの

課題に取り組んでいるのが大学生活の全体像であ

る。それらの課題に適応できず大学を退学してし

まう学生もいる。退学傾向のある学生の中には 早

期に介入すれば再適応できた学生もいただろう。

これまでキャリア・セルフエフィカシー尺度（小

野・斎藤， ）など 課題別の自己効力感尺度は

作成されてきたが 大学生活全般に関する自己効

力感尺度は作成されてこなかった。そこで本研究

では大学生活における自己効力感尺度を作成する。

方 法

（１）調査協力者

関東および関西の大学生合計 名（男性 名

女性 名）

（２）項目の選定

高校生活自己効力感尺度（斎藤， ）を参考

に この分野に詳しい臨床心理士 名により 項

目を選択した。基準関連妥当性として － 大

学生活不安尺度を使用した。なお 大学生活版自己

効力感尺度は 件法で測定された。

結 果

因子分析結果

天井効果と床効果を確認したところ 項目 と

項目 に天井効果が見られた。これらを削除し

た 項目で 主因子法バリマックス回転による因

子分析を実施した。

因子寄与率 を基準とした因子分析の結

果 因子 項目の大学生活版自己効力感尺度（累

積寄与率 ％）が作成された。以上の結果を

に示す。

信頼性と基準関連妥当性

大学生版自己効力感尺度の信頼性を検討するた

め,α 係数を求めた。その結果,α 係数は 0.933 であ

った。したがって,本尺度には高い信頼性が認めら

れた。基準関連妥当性を検討するため,大学生版自

己効力感尺度と STAI,大学生活不安尺度との妥当

性係数を求めた。STAI との妥当性係数は-.35 であ

り,大学生活不安尺度との妥当性係数は-.56であっ

た。したがって,本尺度には十分な妥当性が認めら

れた。

大学生版自己効力感尺度

考 察

大学生版自己効力感尺度の標準化について

因子分析の結果から ,信頼性と妥当性を備えた

大学生版自己効力感尺度の作成は成功したと考え

られる。ただし男女差に偏りがあることと,やや調

査人数が少ない点は本尺度の限界である。

本尺度の展望

大学生活に不全感を覚えている群への対応は大

学の担任や学生相談室が担当していたが ,それに

先立つスクリーニングや効果研究に役立つ質問紙

は乏しかった。

本尺度は 27 項目と簡便で,学生相相談室のスク

リーニングデータ,そして介入効果を確認する質

問紙として有効と考えられる。

そこで,今後の展望として ,大学生活の自己効力

感尺度を応用し,学生相談室と連携して ,自己効力

感が低い学生に介入し ,効果を検証することが考

えられる。
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